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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況 

および計画書の更新（計画期間の変更）について 
 

当社は 2021 年 12 月８日に、「スタンダード市場の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、

その内容について開示しております。2023 年３月末時点における計画の進捗状況等について、下記の

とおりお知らせいたします。なお、併せて本日の取締役会にて計画期間を変更いたしましたのでお知

らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況の進捗および計画期間 

当社は、移行基準日（2021 年６月 30 日）において、流通株式比率がスタンダード市場の上場維持

基準を充たしておらず、上場維持基準を充たすために取組みを進めております。当社の 2023 年３月末

日時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、流通株式比率が上場維持基準を引

続き充たしておりません。 

また、当初計画期間を 2027 年３月末としておりましたが、後述の「２．当初の計画内容から計画期

間を変更した理由」に記載のとおり１年短縮して、2026 年３月末を計画期間といたしました。引続き

あらゆるコーポレート・アクションを検討するとともに、上場維持基準の適合に向け取組んでまいり

ます。 

 

 
株主数 

（人） 

流通株式数 

（単位） 

流通株式時

価総額 

（億円） 

流通株式比

率 

（％） 

当社の状況 
2021 年６月末時点 ※１ 1,546 人 16,190 単位 19 億円 11.4％ 

2023 年３月末時点 ※２ 1,704 人 15,508 単位 32 億円 10.9％ 

上場維持基準 400 人 2,000 単位 10 億円 25.0％ 

2023 年３月末時点適合状況（当社試算） 

計画期間 
適合 適合 適合 

不適合 
2026 年 3 月末 

※１．当社の適合状況は、株式会社東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに

算出を行ったものです。 

※２．当社が 2023 年３月末時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに試算を行なったものです。 

 

 

 

 



 

 

２．当初の計画内容から計画期間を変更した理由 

株式会社東京証券取引所の規則が 2023 年４月１日に改正され、経過措置終了時期が 2025 年３月１

日以降に到来する上場維持基準に関する基準日から、本来の上場維持基準を適用することとなりまし

た。また、本改正規則の施行日の前日（2023 年３月 31 日）において、2026 年３月１日以後最初に到

来する基準日を超える時期を終了期限とする計画を開示している会社については、改善期間の終了後

（2026 年３月末日）に監理銘柄に指定し、当該終了期限における適合状況を確認するまでの間、その

指定を継続すると発表がありました。当社の上場維持については、親会社を含む非流通株式の保有者

から一定程度の理解は示されており、当社より経過措置終了時期等につきましても説明をしていると

ころではあります。上場維持基準適合の時期につきましては、現状の取組み状況並びに経過措置の趣

旨等を総合的に勘案した結果、計画期間を１年短縮し 2026 年３月末日といたしました。 

 

 

３．上場維持基準の適合に向けた取組みの実施状況及び評価（2021 年 12 月～2023 年３月） 

計画書の中で当社は、非流通株式保有者の株式保有率引き下げが必要であり、同時に幅広い投資家

層に関心をもっていただける環境を作っていくことが当社の課題であるとし、安定株主となっている

保有者にご理解をいただき、ご協力を得る取組みを行っていく旨を取組み内容といたしました。この

取組み内容に従い、現在保有者との交渉を進めており、一定のご理解をいただいておりますものの、

前事業年度はコロナウイルス感染症の影響やエネルギーコストの上昇など引き続き不安定な市場環境

の中、ご協力いただく保有者のご事情もあることから、ご協力いただける時期については、いまだ未

決定の状態であり、流通株式比率は改善には至っておりません。 

また計画書に記載した幅広い投資家層に関心をもっていただける環境についての取組みについては、

自社ホームページにて TDnet で公表した適時開示資料や海外投資家向けに英語版四半期決算短信を掲

載するなどして IR 情報を四半期毎に更新いたしました。機関投資家やアナリスト向けの決算説明会も

積極的に開催するなど知名度を向上させ、裾野を広げる活動を行いました。その結果 2023 年３月末時

点の株主数が増加したと考えております。 

当社は、2026 年３月末までを計画期間と定め、保有者へご協力を仰ぐとともに、裾野を広げる活動

を引き続き行い上場維持基準を充たすために取組みを進めてまいります。 

 

 

以 上 

 


